
2F15 技術経営における 最適化手法を 用いた 
新事業性評価システムに 関する研究 

0 杉谷 宗彦 ( 大阪大工学Ⅰ 現ニ プロ ) , 
佐藤下平，岩田剛 治 ( 大阪大先端科学イノベーションセンタ ) 

1. 弗者者亨手 慮 した事業化フィージビリティシステムの 確立とその 

、 ンュ ンペンターが 提唱しているように、 近代資本主 確度の向上にあ ると考えられる。 ここでいうイノベー 

義経済の発展は 継続的なイノベーションに 依存してい ションとは Fig. 2 に示す価値を 増殖する重要な イ / 

ると言うⅡ。 ならば、 真のイノベーションの 無い産業に べ 一 ション、 すな ね ち、 戦略、 創造性、 技術、 事業性の 

発展はない。 日本経済を牽引している 日本の製造業は 4 つのイノベーションからなると 考えた㈹。 しかし、 

代表的に 2 つに分かれた。 すな む ち、 自動車産業とエ これらを考慮した・ 価値の増殖の 評価をどのように 行 

レクトロニクス 産業であ る。 明らかに、 エレクトロニ うのかが問題であ る。 

クス産業は総合的な 真のイノベーションの 創出に世界 本研究では、 イノベーションを 伴う製造業に 必要な 

的に負けていると 思われる。 検討フローを Fig.3 に示すよさに、 まず イ / ベーショ 

何故か、 この答えを出すのは 容易ではない。 ン を生み出す過程とそれが 技術的に実現性があ るのか 

本研究では、 この原因が価値を 創出する技術経営の どうかを明らかにし、 さらに経済的実現性を 評価し、 総 

初期評価あ るいは計画のシステムの 未成熟にあ るので 合評価する過程ととらえ、 新事業性評価システムの ア 

はないかと考え、 検討に着手した。 特にイノベーショ ルゴリズムを 提案した。 

ンを ど う 価値創出に結びつけ、 最適化するのかという す な れ ち本 システムは、 イノベーションが 具体的に 

手法を見 れ だし、 初期段階での 事業性を評価するシス ①事業目的の 明確化、 ②イノベーションの 可能性の探 

テム を構築することを 試みた。 製品対象を、 今後の成 索 、 研究・開発と 事業ドメインの 絞込み、 ③事業ドメイ 

長 産業であ る液晶 TV に着目して検討を 行った。 ンの 確定、 を明らかにする 過程ととらえる。 次に、 技術 

的、 経済的実現性が 、 ④物理的・科学的に 可能か否かを 

2. 事業性評価システムの 提案 考慮してターゲット 製品・仕様を 絞り込むとともに・⑤ 

日本企業において、 イノベーションを 伴う新事業や 性能や量産性の 技術的実現性を 明らかにして、 設計 や 

ベンチャ一企業を 企画・立案して 成功させる確率は 低 生産方式を決める。 さらに、 ⑥ 、 ⑦で技術的代替性も 考 

い
 
。
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この確率を高めるためには、 Fig. l(a) ( 現状 ) 

) わゆる Death Vally を無くすことであ り、 Fig. 

来 ) に示すすべての 期間短縮とイノベーション 
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Ⅱ 9.] 新事業化 ( ベンチャ一企業化 ) での死の谷の 克服 
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Fig.2 イノベーションと 価値の増殖プロセス 



「は 3 新事業性評価システム ( ラガ万町。 ザィリ の 茄ゴリ ガム 

慮 しながら、 全てを経済白 9 数値に置き換えて、 経済白 9 

実現性を明らかにするとともに、 技術的・経済的主要 

要素に対する 最適解を求め、 ⑧事業の可能性をデジタ 

ル な 空間の中で判断しょうとするものであ る。 

また、 最適化に関しては、 次のような方法を 用いた。 

最適化問題の 一般的な定式化は 式Ⅲで表される   

optimization  parameter  x=[x@,  @.;xJ 
  

ぬ dex ㎞㎝ on  / ㈲   

。 " Ⅱ 。 " "'" 。 。 " 』 ' 。 。 " 。   。 "'"0 。 '"'2           " (1) 
9, レ ) 峯 0  ( ソ ， 1,2, … 控 ) ノ 

ここで， x は設計変数で ，目的関数メ 戎は最小化あ る 

いは最大化すべき 指標， 乃 。 (x=0 および 9,(x) 二 0 は制約 

条件であ る．最適化手法は ， 例えば線形計画問題には 

、 ン ンプレックス 法など，非線形計画問題には 最 急降下 

法など，離散最適化問題には SA (S ㎞ ulated ぬ mea № g) 
や GA (Genetic 川 go ㎡ hm) などに代表される 探索的手 

法を用いるといった 具合に，問題の 分類に応じて 適切 

に選定する必要があ る． 

本 システムでは ，設計変数に 材料やプロセスに 代表 

される技術・ 生産方式・仕様などの 離散値を含むため ， 

最適化手法を 選定するにあ たり， まず探索的手法に 

絞った．この 内，初期値に 依らない大城的な 検索 と多 

峰 性への対応にも 適していることから ，改良型であ る 

島 モデル GA を選定した． 

以下木システムを 用いて、 事業性を検討した 結果に 

ついて述べる。 特に、 液晶 TV の事業性を目的関数とし、 

製造仕様や技術的項目を 設計変数として 最適化を行い、 

事業性の総合評価を 行っているので、 最適化に絞って 

展開する。 

  

況 汗 レジストド市 

円 9,4 液晶パネル構造と 主要製造工程の 概要 

3. 検討対象と方法 

3.1 液晶テレビの 構造 

本 システムを構築するために 対象とした液晶 TV の代 

表的な構造と 主要製造工程を Fig.4 に示すり・カラー 

フィルターを 含む前面基板と TFT(ThinFi ㎞ Transistor) 

を含む背面基板を 貼り合わせた 内側に液晶分子が 注入 

されており，電界の 有無に応じて 液晶分子が向きを 変 

えることにより ，バックライトからの 元の透過を制御 

する構造となっている． 

3.2 液晶 mV の製造工程とその 問題点 

この液晶 TV の代表的な製造工程は、 まず前面基板と 

なるマザーガラスにカラーフィルターを ，背面基板と 

なるマザーガラスに TTFT をそれぞれ作成する．その 後 

両基板を張り 合わせ，液晶分子を 注入して封土後，パ 

ネルサイズに 切断する．最後にモジュール 基板を取り 

付け，最終検査をして 製造が完了する．この 製造工程 

は全部で 100 工程近くにのぼり ，非常に多種多様なプロ 

セスとそれに 対応する設備が 必要な典型的な 大型投資 

型事業であ る．従って，性能と 投資効率の向上が 事業 

性を大きく左右する．そこで 本研究では，個々の 技術 

要素は一旦固定し ，事業性に最も 大きな影響を 与える 

マザーガラス 寸法に着目して 検討を試みた． 

多面取りが可能なマザーガラス 寸法の拡大は ，多面 

取りに応じてパネル 1 枚当りの製造原価を 低減させる． 

その一方で， 100 工程にもの ぼ る設備の大型化による 投 

資の増大と歩留の 悪化が懸念される．この 相 反問題に 

対する最適解を 得ることが事業性に 対して極めて 重要 

であ り，以下この 検討を行った．マザーガラス 寸法の 

範囲 は ，今後予想されている 第 8 世代 (1870 ㎜ X2200mm) 

を 十分超えるサイズ (3500mmnX3500mm めを最大寸法 

と想定した． 
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円 9.5 イノベーションの 経済的数値への 世 換え 
4. 検討結果と考察 

4.1 事業性の基本的算出 

製造業における 事業性とは、 どのような イ / ベ一 

、 ンコ ンがあ ろうとも、 最終的には Fig. 5 に示すように 

全てを経済的数値に 置き換えて、 総費用と総売上を 求 

め、 損益および累計損益を 明らかにして、 経済的な可 

能性を示すことであ る。 本研究では、 液晶 TV の製造事 

業において、 基本的事業計画を Fig. 5 の様に設定して、 

約 100 工程に要する 各費用を調査・ 設定し，事業性の 基 

本的な算出を 試みた． 

マザーガラス 寸法の拡大に 伴 い ，製造工程における 

歩 留の低下が予想される． 歩留は ，製造原価に 大きく 

影響するため ，その予測は 事業性の適正な 予測を行う 

ために重要となる．このシステムでは ，半導体分野で 

の 歩留 予測において 実績のあ る ポ アソン分布 歩留 モデ 

ルを用いて，事業性の 算出を行う． ポ アソン分布 歩留 

モデルを式 (2) に示す 吟 ． 
r  =  eXp Ⅰ HD0) (2) 

(r     祖 eld, A:Spaceof 廿 p, D 。 :Memde ㎎ 吋 ofde 驚 ct) 

こうして算出した 事業性の結果を F ㎏・ 6 に示す・ aH は 

5 年に渡る製造原価および 販売価格の推移を ， bU は 5 年 

に 渡る損益および 累計益の推移を 示している．この 結 

果，約 2.5 年後には利益が 出始めていることが a) より 

確認できるが ， b) より累計損失がいっこうに 解消され 

ないことが確認でき ，事業性があ まり良くないことを 

示している．そこで ，次に最適化による 事業性の向上 

に関する検討を 行った． 

4.2 最適化による 事業性の向上 

事業性向上のために ，マザーガラス 寸法を設計変数 

とし，累計損失の 解消時期の最短化と 累計益の最大化 

を目的関数とした 最適化を以下の 式 (3) に示す設定条 
件で試みた． 
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 0 ・ 3500 

0 ・ 3000 

0 ． 2500 

0 ． 2000 

0 ． 1500 

0 ・ 1000 

0.0500 

0 ． 0000 
0.5@ 1.0@ 1.5@ 2.0@ 2.5@ 3.0@ 3.5@ 4.0@ 4.5@ 5.0   

a) 原価およ ぴ 販売価格変遷 

Tlme(year) 

b) 損益および累計損益 
Ⅰ ig   6 モデルを用いた 事業性算出 例   

」。 。 田 。 ， mo" 。 ， 。 …… ， ， lmml 

Fig7 サンプリンバによる 累計損失解消，時期の 推定 

丘 nd x, ノ 

                                ⅠⅠ ズ，ノ Ⅰ 

                    g(x, ノ ) 
COnS 捷 laIntto 1100 玉ズ玉 3500 て 3 Ⅰ 

1250 三ノニ 3500 
く Ⅰ     %ng 由 ofmo Ⅱ rner 目 ㎎ salo ㎎ X, 
が ㎏㎎ 由 oH 血血 ， 曲 鋸山㎎ Y, 
イぁ あ ノ : Ⅱ 五 ㏄№ itneeds め田 Pr 伍 ㎝ u Ⅲ磯 明 ぬぉ u m, 

9 何力 :To 固 pr 億 ㎝ u Ⅱ 偲 ㎞ mb 幡下偲 m ホ ) 

この最適化を 行う双に，設計変数の 範囲を狭めるた 

め，前処理としてサンプリンバを 行う．ここで ，大城 的 

な サンプリンバを 効率よく行うため ，実験計画法の 一 

つであ るラテン超格子実験計画法を 用いる． 

サンプリンバを 行い，累計損失の 解消時期を半年単 

位で分類し， X 方向および Y 方向のマザーガラス 寸法 

ごとにプロットした 結果を Fig.7 に示す・なおサンプル 

点は 3000 点であ る．このグラフより ，累計損失の 解消 



官員   
  
コ ㏄ Ⅰ '""c" ℡ "' 。 ' 。 0"   
    
    
  
      0.5@ 1.0@ 1.5@ 2.0@ 2.5@ 3.0@ 3.5@ 4.0@ 4.5@ 5.0 Time(y ㏄ け 

レ ㎎ thof ℡ t ㎏「 9 は 雙 ab ㎎ X(mm) 
Th@ ぺ yea け 

(a] サンプリンバ 図 上での最適事業点 (b) 原価および販売価格変遷 (c) 損益および累計損益 

「 i9. 8 最適事業モデルを m いた事業性算出結果 

時期が比較的早く ， 3.0 年以内あ るいは 3.0 ～ 3.5 年以内 し 主因子であ るマザーガラス 寸法に対して 累計 損 

におとずれる 場合のマザーガラス 寸法は， X 方向およ 失の解消時期の 最短化と累計益の 最大化を可能とす 

び Y 方向いずれも 約 1300mm 以上であ ることが確認で る 事業性を推定できることを 示した   

きる．そこで ，マザーガラス 寸法の範囲を 1300 ミズ 二 今後は，事業性に 及ぼす要因を 増やして，より 精度の 

3000, 1300 ミノミ 3000 に絞り，累計損失の 解消時期の 高い事業性評価システムの 構築と各種事業性評価への 

最短化を目的関数として ， 島 モデル GA による最適化を 適用を試みる 予定であ る   

行った・その 結果をまとめて Fig.8@ こ 示す   

Fig.8 は前回と同様，事業範囲 5 年における製造原価 謝辞 

および販売価格の 推移と損益および 累計損益の推移を 本研究を遂行するにあ たり，エンジニアス・ジャパン 

示している．これらの 結果より最短となる 累計損失の ( 株 ) の関係者の方々にご 協力を頂きました・ 深く御礼 

解消時期 は 3. 1 年，累計益の 最大化は約 440 億円，その 申し上げます   
時のマザーガラス 寸法はおよそ 199gmmnX 2077mmn で 

パネル 15 枚を取ることができる・これらの 結果から，累 参考文献 

計損失の解消が 難しかった先の 結果と比較して ，大幅 1) ].A.Schumpeter   塩野 合 ・中山，東畑 訳 ;" 経済 

な 事業性向上が 期待される   発展の理論 " . 岩波書店． (1977) 

これらの結果を ，最適化朱実施の 結果であ る Fig.4 と 2) 佐藤下平， " 次世代型産官学連携共同プロジェク 

総合的に比較すると ，累計損失の 解消時期は短期化し b@" ， Proceedings@of@8th@Symposium@on@Microjoining 

たうえ，累計益も 大幅に増加しており ，最適化により and、ssemblyゝechnology（n Electronics ， (2002) ， 

事業性の大幅な 向上が期待できることを 示している・ pp ， 15-20   

3) 佐藤下平， " 産官学連携共同研究プロジェクトの 成 

5. 緒 言 功に向けて - 次世代エレクトロニクス 実装分野にお 

技術経営でのイノベーションを 考慮した初期段階で ける -" . 技術研究組合 ASET 第 4 回電子 SU 研究 

の事業性評価システムの 構築に向けて ，液晶 TV 製造 事 報告会． 2003 年 6 月 

業を対象例題として 検討を行った・その 結果，事業性 4) 工業調査会， " フラットパネルディスプレイ 犬稗 

の 算出手法と相反問題に 対する最適化手法を 用いた 事 A" ， (2001) ， pp ・ 256-265   

業性 評価システムの 構築を図り，以下の 結論を得た   5) 田丸啓首 ら， " 集積回路工学 ", 共立出版， (1998), 

pp.165-169. 

(1) 事業開始以双の 事業性評価システムとして ，ラフ シ 6) 柳浦睦憲 ，茨木俊秀・ " 組み合わせ最適化問題に 対 

ステムデザイン 手法のプロトタイプを 構築した   するメタ戦略について " , 信学論ト l, Vol. J8 ㌻ 

(2P 本 システムは経営戦略や 先端技術から 生産方式・ 仕 D-l.  No. l,  PP.3-25,  2000 年 1 月 

様に至る全ての 項目を客観的評価が 可能なコストに 

置き換えた事業性算出と 事業性に及ぼす 最適化問題 

を 組み合わせた 方法であ る． 

(3) 本 システムを液晶 TV 製造事業の事業性評価に 適用 

一 613 一 


